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　日米間で沖縄・宜野湾市の普天間基地「全面返還」を合意されてから25年目を迎えた新年、調布「憲法ひろば」は１月例会として、ドキュメンタリー映画「沖縄から叫ぶ・戦争の時代」を上映し、その制作者・映画ジャーナリストの湯本雅典さん（写真下上）のお話を聴いた。コロナ感染拡大で「緊急事態宣言」が再発令されて３日目の１月11日13時半～、厳しい入場制限となった「たづくり・映像シアター」に44人が参集。司会は石川康子（写真下下）、記録は鈴木彰、写真はむらき数子の各世話人が分担した。　　（編集部）
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よみがえった


３年前の感動


　第１部として上映した「沖縄から叫ぶ・戦争の時代」は２０１８年初頭の名護市長選で辺野古への移設阻止を訴えた現職の稲嶺進氏が敗れ、辺野古への土砂投入や宮古島・石垣島・與邦国島への自衛隊基地配備、騒音や落下物にいのちと生業を脅かされる基地周辺の人びとの苦悩と葛藤を丹念に取材。翁長県知事の急逝を受けて９月県知事選で玉城デニー知事を誕生させた「オール沖縄」のたたかいを記録した61分の映画。


　県知事選勝利に辺野古新基地計画の終焉と普天間基地返還を確信して胸震わせた記憶がよみがえった。


辺野古埋め立


てはまだ４％


　第２部としてはこの映画制作の後に２０２０年４月に「沖縄と本土・一緒に闘う」を完成させ、現在は石垣島で取材を続けているという湯本雅典さんが「映画制作をする中で見えてきたこと」と題してお話をされた。


　少女暴行事件を契機に日米間で普天間基地の「全面返還」が合意されて25年、辺野古の土砂投入から２年、埋めたてはまだ４％弱で難航中だが「政府の姿勢は変わっていない、状況はさらに悪化している」「だがまだ戦える」と湯本さんは語り始めた。


石垣島でいま


起きてること


　２０１５年に防衛省が石垣島の中山市長を訪れ、陸上自衛隊のミサイル基地配備の候補地を伝えた。尖閣諸島を抱える石垣市には複雑な利害と感情がある。隣接する４つの公民館（地区町会）が反対。市主催の公開討論会では来場者７百人中アンケートに答えた３百人の46％が反対、賛成は27％だった。ところが中山市長は16年末にいきなり自衛隊配備了承を表明。「幸福の科学」が所有のゴルフ場が提供されて19年３月に基地建設工事が着工された。さとうきび畑の脇、硬い花崗岩に工事は難航しているが、石垣島は真っ二つになる危機を迎えた。


28歳の３人組


が立ちあがる


　石垣島を二分させたくない！　八重山高校の同級生３人組を中心に若者たちが立ち上がった。18年12月にミサイル基地建設の賛否を問う住民投票条例制定を求めて有権者の３分の１を超える署名を市議会に提出。市議会は19年２月にこれを否決したが10対10の議長（公明党）採択という所まで迫った。


問われている


真の地方自治


　そこで若者たちは19年９月に「石垣島住民投票義務付け訴訟」を那覇地裁に提訴した（原告50人）。２０００年４月に成立した「地方分権一括法」により自治体が独自に制定した「自治体基本条例」を使っての訴えとして全国初の訴訟となったが、地裁は20年８月、意味不明の理由でこれを却下し、市は「石垣市は地方自治法で機能しているので「基本条例」は見直すべきだとこれに便乗。納得できれば納めたいと考えていた原告だがこれでは控訴せぬわけにはいかない。控訴審は今月20日に那覇で行われる。


　いま政府は、閣議決定で「敵基地攻撃能力」を急浮上させ、イージスアショア「停止」以降の新型イージス艦購入も予算化したが、これは石垣島の陸自基地の行方にも直接関わっている。


　石垣市に限らず各地方の問題として、国政との関係をとらえ、各地の「自治体基本条例」も活用して、本当の地方自治をかちとっていくことが問われている。選挙だけが地方自治ではない。


（鈴木 彰・記）
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